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(57)【要約】
【課題】低温定着性に優れホットオフセット現象の発生を防止することが可能なトナーを
提供する。
【解決手段】非晶性ポリエステル樹脂と、結晶性ポリエステル樹脂と、離型剤とを含み、
前記結晶性ポリエステル樹脂及び前記離型剤が、前記非晶性ポリエステル樹脂中に分散し
ており、ここで、前記結晶性ポリエステル樹脂の平均分散径を第一平均分散径とし、前記
離型剤の平均分散径を第二平均分散径とするとき、前記第一平均分散径に対する前記第二
平均分散径の比が６以上１２以下であることを特徴とするトナーである。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　非晶性ポリエステル樹脂と、結晶性ポリエステル樹脂と、離型剤とを含み、
　前記結晶性ポリエステル樹脂及び前記離型剤が、前記非晶性ポリエステル樹脂中に分散
しており、ここで、
　前記結晶性ポリエステル樹脂の平均分散径を第一平均分散径とし、前記離型剤の平均分
散径を第二平均分散径とするとき、前記第一平均分散径に対する前記第二平均分散径の比
が６以上１２以下であることを特徴とするトナー。
【請求項２】
　前記第一平均分散径が、０．０８μｍ以上０．２５μｍ以下であることを特徴とする請
求項１に記載のトナー。
【請求項３】
　前記離型剤が、炭化水素系ワックス又はエステル系ワックスであることを特徴とする請
求項１又は２に記載のトナー。
【請求項４】
　前記離型剤の融点が、前記結晶性ポリエステル樹脂の融点より高いことを特徴とする請
求項１～３のいずれか１項に記載のトナー。
【請求項５】
　前記結晶性ポリエステル樹脂の融点が、５５℃以上８５℃以下であることを特徴とする
請求項１～４のいずれか１項に記載のトナー。
【請求項６】
　請求項１～５のいずれか１項に記載のトナーと、シリコーン樹脂の被覆層を有する被覆
キャリアとを含む二成分現像剤。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、トナー及び該トナーを含む二成分現像剤に関し、特には、低温定着性に優れ
ホットオフセット現象の発生を防止することが可能なトナーに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　結晶性ポリエステル樹脂は、非晶性ポリエステル樹脂と比較して、トナーの機械的強度
を低下させることなく、トナーの軟化温度や溶融粘度を下げることができるため、結晶性
ポリエステル樹脂をトナーの結着樹脂として使用すると、加熱定着時により低い温度でト
ナー画像を定着させることができる。
【０００３】
　例えば、特開２０１１－７０００１号公報（特許文献１）には、非晶性ポリエステル樹
脂、結晶性ポリエステル樹脂、離型剤及び着色剤を含む凝集法トナーが開示されており、
該トナーは、各構成成分を水系媒体中に分散させてなる分散液を調製し、次いでこれら分
散液を混合して凝集粒子の分散液を調製する工程を経て製造されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２０１１－７０００１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、特許文献１に記載されるように、結晶性ポリエステル樹脂が離型剤と一
緒にトナー中に含まれていると、加熱定着時に溶融する際、溶融した結晶性ポリエステル
樹脂が離型剤と一緒にトナー粒子内部から外部にしみ出し、定着ローラや定着ベルトへの
離型効果の付与が十分ではなく、ホットオフセット現象が発生しやすくなるといった課題
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があった。
【０００６】
　そこで、本発明の目的は、上記従来技術の問題を解決し、低温定着性に優れホットオフ
セット現象の発生を防止することが可能なトナーを提供することにある。また、本発明の
他の目的は、かかるトナーを含む二成分現像剤を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者は、上記目的を達成するために鋭意検討した結果、トナー中における結晶性ポ
リエステル樹脂と離型剤の平均分散径を調整することにより、結晶性ポリエステル樹脂と
離型剤のしみ出しを制御でき、ホットオフセット現象の発生を防止できることを見出し、
本発明を完成させるに至った。
【０００８】
　即ち、本発明のトナーは、非晶性ポリエステル樹脂と、結晶性ポリエステル樹脂と、離
型剤とを含み、
　前記結晶性ポリエステル樹脂及び前記離型剤が、前記非晶性ポリエステル樹脂中に分散
しており、ここで、
　前記結晶性ポリエステル樹脂の平均分散径を第一平均分散径とし、前記離型剤の平均分
散径を第二平均分散径とするとき、前記第一平均分散径に対する前記第二平均分散径の比
が６以上１２以下であることを特徴とする。
【０００９】
　本発明のトナーの好適例においては、前記第一平均分散径が、０．０８μｍ以上０．２
５μｍ以下である。
【００１０】
　本発明のトナーの他の好適例においては、前記離型剤が、炭化水素系ワックス又はエス
テル系ワックスである。
【００１１】
　本発明のトナーの他の好適例においては、前記離型剤の融点が、前記結晶性ポリエステ
ル樹脂の融点より高い。
【００１２】
　本発明のトナーの他の好適例においては、前記結晶性ポリエステル樹脂の融点が、５５
℃以上８５℃以下である。
【００１３】
　また、本発明の二成分現像剤は、上記のトナーと、キャリアとを含むことを特徴とし、
該キャリアが、シリコーン樹脂の被覆層を有する被覆キャリアであることが好ましい。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明のトナーによれば、結晶性ポリエステル樹脂の平均分散径（第一平均分散径）に
対する離型剤の平均分散径（第二平均分散径）の比を６以上１２以下にすることで、低温
定着性に優れホットオフセット現象の発生を防止することが可能なトナーを提供すること
ができる。また、本発明の二成分現像剤によれば、かかるトナーを用いることにより、低
温定着性に優れホットオフセット現象の発生を防止することが可能な二成分現像剤を提供
することができる。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
［トナー］
　以下に、本発明のトナーを詳細に説明する。本発明のトナーは、非晶性ポリエステル樹
脂と、結晶性ポリエステル樹脂と、離型剤とを含み、前記結晶性ポリエステル樹脂及び前
記離型剤が、前記非晶性ポリエステル樹脂中に分散しているが、ここで、前記結晶性ポリ
エステル樹脂の平均分散径を第一平均分散径とし、前記離型剤の平均分散径を第二平均分
散径とするとき、前記第一平均分散径に対する前記第二平均分散径の比が６以上１２以下
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であることを特徴とする。第一平均分散径に対する第二平均分散径の比を６以上１２以下
にすることで、低温定着性の低下を抑えつつ、耐ホットオフセット性を向上させることが
できる。
【００１６】
　このように耐ホットオフセット性の向上効果が得られるメカニズムについては、以下の
ように推定される。
　第一平均分散径に対する第二平均分散径の比が６未満であると、結晶性ポリエステル樹
脂の平均分散径が比較的大きいため、加熱定着時に、離型剤のようにトナー粒子内部から
外部へしみ出しやすくなる。このため、結晶性ポリエステル樹脂は、加熱定着時において
溶融すると、溶融した離型剤のしみ出しにつられて又は溶融した離型剤のしみ出しと競争
的に、トナー粒子の内部から外部にしみ出し、該結晶性ポリエステル樹脂が定着ローラや
定着ベルト表面に付着し、定着ローラや定着ベルトへの離型効果の付与が十分に達成でき
ず、ホットオフセット現象が発生しやすくなると推定される。
　また、第一平均分散径に対する第二平均分散径の比が１２を超えると、結晶性ポリエス
テル樹脂の平均分散径が比較的小さいため、加熱定着時に、トナー粒子内部から外部へし
み出し難くなる。このため、加熱定着時において溶融した離型剤のしみ出し速度が、結晶
性ポリエステル樹脂のしみ出し速度に対して過度に速くなり、低温定着時にトナー粒子と
記録媒体（例えば紙）の間に離型剤が入り込むことで、トナー粒子と記録媒体の接着力が
低下し、定着強度が低下すると推定される。
　そして、本発明のトナーによれば、第一平均分散径に対する第二平均分散径の比が６以
上１２以下であるため、加熱定着時において溶融した離型剤のしみ出し速度が結晶性ポリ
エステル樹脂のしみ出し速度に対して適度に速くなるように制御されており、低温定着性
の低下を抑えつつ、離型剤の定着ローラや定着ベルトへの被覆により優れた離型効果が得
られ、耐ホットオフセット性を向上できると推定される。
【００１７】
　なお、本発明のトナーは、非晶性ポリエステル樹脂や結晶性ポリエステル樹脂の結着樹
脂及び離型剤の他、トナー粒子内部に公知の内添剤が含まれていてもよいし、必要に応じ
てトナー粒子の表面に外添剤が添加されている。また、トナー粒子は、一般に、体積平均
粒子径が５μｍ～１０μｍであることが好ましい。
【００１８】
［結着樹脂］
　本発明のトナーに用いる結着樹脂は、非晶性ポリエステル樹脂と結晶性ポリエステル樹
脂とを含み、本発明のトナーにおいては、結晶性ポリエステル樹脂が非晶性ポリエステル
樹脂中に分散している。
【００１９】
　本発明において、非晶性樹脂と結晶性樹脂は、結晶性指数により区別され、結晶性指数
が０．６～１．５の範囲にある樹脂を結晶性樹脂とし、結晶性指数が０．６未満であるか
又は１．５を超える樹脂を非晶性樹脂とする。結晶性指数が１．５を超える樹脂は非晶性
であり、また、結晶性指数が０．６未満である樹脂は結晶性が低く、非晶性部分が多い。
　なお、結晶性指数とは、樹脂の結晶化の度合いの指標となる物性であり、軟化温度と吸
熱の最高ピーク温度の比（軟化温度／吸熱の最高ピーク温度）により定義されるものであ
る。ここで、吸熱の最高ピーク温度とは、観測される吸熱ピークのうち、最も高温側にあ
るピークの温度を指す。結晶性ポリエステル樹脂においては、最高ピーク温度を融点とし
、非結晶性ポリエステル樹脂においては、最も高温側にあるピークをガラス転移点とする
。
　結晶化の度合いは、原料モノマーの種類及び比率、並びに製造条件（例えば反応温度、
反応時間、冷却速度）等を調整することで制御できる。
【００２０】
［非晶性ポリエステル樹脂］
　非晶性ポリエステル樹脂は、結晶性指数が０．６未満であるか又は１．５を超えるポリ
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エステル樹脂であるが、結晶性指数が１．５を超えるポリエステル樹脂の方が好ましい。
また、非晶性ポリエステル樹脂は、例えば、多塩基酸と多価アルコールとを重縮合させる
ことによって得られる。
【００２１】
　多塩基酸としては、ポリエステル合成用の公知のモノマーを使用でき、例えば、テレフ
タル酸、イソフタル酸、無水フタル酸、トリメリット酸、無水トリメリト酸、ピロメリト
酸、ナフタレンジカルボン酸等の芳香族カルボン酸類、無水マレイン酸、フマル酸、琥珀
酸、アルケニル無水琥珀酸、アジピン酸等の脂肪族カルボン酸類、これら多塩基酸のメチ
ルエステル化物等が挙げられる。これら多塩基酸は、一種単独で用いてもよく、二種以上
を組み合わせて用いてもよい。
【００２２】
　多価アルコールとしても、ポリエステル合成用の公知のモノマーを使用でき、例えば、
エチレングリコール、プロピレングリコール、ブタンジオール、ヘキサンジオール、ネオ
ペンチルグリコール、グリセリン等の脂肪族多価アルコール類、シクロヘキサンジオール
、シクロヘキサンジメタノール、水添ビスフェノールＡ等の脂環式多価アルコール類、ビ
スフェノールＡのエチレンオキサイド付加物、ビスフェノールＡのプロピレンオキサイド
付加物等の芳香族系ジオール類等が挙げられる。これら多価アルコールは、一種単独で用
いてもよく、二種以上を組み合わせて用いてもよい。
【００２３】
　多塩基酸と多価アルコールとの重縮合反応は、常法に従って実施でき、例えば、有機溶
媒の存在下又は非存在下で且つ重縮合触媒（オクチル酸錫等）の存在下に、多塩基酸と多
価アルコールとを接触させることによって行われ、生成するポリエステルの酸価や軟化温
度等が所望の値になったところで反応を終了する。これによって、非晶性ポリエステル樹
脂が得られる。多塩基酸の一部に、多塩基酸のメチルエステル化物を用いると、脱メタノ
ール重縮合反応が行われる。この重縮合反応において、多塩基酸と多価アルコールとの配
合比や反応率等を適宜変更することによって、例えば、ポリエステルの末端のカルボキシ
ル基含有量を調整でき、延いては得られる非晶性ポリエステル樹脂の特性を変性できる。
また、多塩基酸として無水トリメリト酸を用いると、ポリエステルの主鎖中にカルボキシ
ル基を容易に導入することができる。
【００２４】
　また、多塩基酸と多価アルコールとの重縮合反応は、通常１５０℃～３００℃、好まし
くは１７０℃～２８０℃程度の温度条件下で行われる。更に、上記重縮合反応は、常圧下
、減圧下又は加圧下で行うことができるが、重縮合反応の進行を物性値（例えば酸価、融
点等）や反応機の撹拌トルク又は動力値で追いながら、系内の圧力を適宜調整するのが望
ましい。
【００２５】
　非晶性ポリエステル樹脂の酸価は、１０ＫＯＨｍｇ／ｇ以上３０ＫＯＨｍｇ／ｇ以下が
好ましく、１５ＫＯＨｍｇ／ｇ以上２５ＫＯＨｍｇ／ｇ以下がより好ましい。
【００２６】
　非晶性ポリエステル樹脂の重量平均分子量（Ｍｗ）は、５０００以上５００００以下が
好ましく、数平均分子量（Ｍｎ）としては、１０００以上１００００以下が好ましい。本
発明において、重量平均分子量及び数平均分子量は、ゲル浸透クロマトグラフィー（ＧＰ
Ｃ）で測定した値であり、移動相としてテトラヒドロフラン（ＴＨＦ）が使用され、標準
物質にはポリスチレンが使用される。
【００２７】
　非晶性ポリエステル樹脂のガラス転移温度（Ｔｇ）は、５５℃以上７０℃以下が好まし
い。
【００２８】
　本発明のトナーにおいて、非晶性ポリエステル樹脂の含有量は、特に限定されないが、
トナー粒子中７５～９０質量％であることが好ましい。
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【００２９】
［結晶性ポリエステル樹脂］
　結晶性ポリエステル樹脂は、結晶性指数が０．６～１．５であるポリエステル樹脂であ
るが、結晶性指数が０．８～１．２であるポリエステル樹脂が好ましい。また、結晶性ポ
リエステル樹脂は、例えば特開２００６－１１３４７３号公報に記載されるような公知の
方法によって製造でき、例えば、多塩基酸と多価アルコールとを重縮合させることによっ
て得られる。
【００３０】
　多価アルコールとしては、エチレングリコール、１，２－プロピレングリコール、１，
３－プロピレングリコール、１，４－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、１，
６－ヘキサンジオール、１，７－ヘプタンジオール、１，８－オクタンジオール、ネオペ
ンチルグリコール、１，４－ブテンジオール等が挙げられるが、炭素数２～８の脂肪族ジ
オール等の、樹脂の結晶性を促進させる多価アルコールを用いることが好ましい。なお、
これら多価アルコールは、一種単独で用いてもよく、二種以上を組み合わせて用いてもよ
い。樹脂の結晶性を高める観点から、多価アルコール中における炭素数２～８の脂肪族ジ
オールの含有量は、８０モル％以上であることが好ましく、また、炭素数２～８の脂肪族
ジオールを２種以上用いる場合は、１種の炭素数２～８の脂肪族ジオールの含有量が、多
価アルコール中７０モル％以上であることが望ましい。
【００３１】
　多塩基酸としては、フマル酸、アジピン酸、シュウ酸、マロン酸、マレイン酸、フマル
酸、シトラコン酸、イタコン酸、グルタコン酸、コハク酸、セバシン酸、アゼライン酸、
ｎ－ドデシルコハク酸、ｎ－ドデセニルコハク酸等の炭素数２～３０、好ましくは２～８
の脂肪族ジカルボン酸；フタル酸、イソフタル酸、テレフタル酸等の芳香族ジカルボン酸
；シクロヘキサンジカルボン酸等の脂環式ジカルボン酸；トリメリット酸、ピロメリット
酸等の３価以上の多価カルボン酸等が挙げられ、高い結晶化度（結晶性指数）を得るため
には、脂肪族ジカルボン酸が好ましく、炭素数２～８の脂肪族ジカルボン酸が更に好まし
い。なお、これら多塩基酸は、一種単独で用いてもよく、二種以上を組み合わせて用いて
もよい。
【００３２】
　結晶性ポリエステル樹脂の酸価は、５ｍｇＫＯＨ／ｇ以上２０ｍｇＫＯＨ／ｇ以下が好
ましい。また、結晶性ポリエステル樹脂の水酸基価は、５ｍｇＫＯＨ／ｇ以上２０ｍｇＫ
ＯＨ／ｇ以下が好ましい。
【００３３】
　結晶性ポリエステル樹脂の重量平均分子量（Ｍｗ）は、５０００以上１０００００以下
が好ましく、数平均分子量（Ｍｎ）は、３０００以上２００００以下が好ましい。本発明
において、重量平均分子量及び数平均分子量は、ゲル浸透クロマトグラフィー（ＧＰＣ）
で測定した値であり、移動相としてクロロホルムが使用され、標準物質にはポリスチレン
が使用される。
【００３４】
　結晶性ポリエステル樹脂の融点は、５５℃以上８５℃以下であることが好ましい。結晶
性ポリエステル樹脂の融点が５５℃以上８５℃以下であれば、低温定着性を損なうことな
く、耐トナー凝集性の低下を抑える効果が得られる。
【００３５】
　本発明のトナーにおいて、結晶性ポリエステル樹脂の平均分散径（第一平均分散径）は
、０．０８μｍ以上０．２５μｍ以下が好ましい。結晶性ポリエステル樹脂の平均分散径
が０．０８μｍ以上であれば、結晶性ポリエステル樹脂の分散径が０．０８μｍ未満のよ
うに小さすぎる際に生じる結着樹脂の軟化（又はガラス転移点の低下）に起因して耐トナ
ー凝集性が低下することを抑えることができる。また、結晶性ポリエステル樹脂の平均分
散径が０．２５μｍ以下であれば、結晶性ポリエステル樹脂の分散径が０．２５μｍを超
えるような大きすぎる際に生じる結晶性ポリエステル樹脂微粉末のトナー粒子からの離脱
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を抑えることができる。トナー粒子から結晶性ポリエステル樹脂微粉末が離脱すると、キ
ャリア汚染に起因する帯電量の低下が起こるため、平均分散径が０．２５μｍ以下の結晶
性ポリエステル樹脂は、帯電安定性を向上させることができる。
【００３６】
　本発明のトナーにおいて、結晶性ポリエステル樹脂の含有量は、特に限定されないが、
トナー粒子中３～７質量％であることが好ましい。
【００３７】
［離型剤］
　離型剤は、トナーを記録媒体に定着させるときに、トナーに離型性を付与するために添
加される。本発明のトナーにおいては、離型剤が非晶性ポリエステル樹脂中に分散してい
る。本発明のトナーに用いる離型剤は、特に制限されるものではないが、炭化水素系ワッ
クス又はエステル系ワックスが好ましい。炭化水素系ワックス及びエステル系ワックスは
、優れた離型効果が得られる上、トナー粒子からの離脱によるキャリア汚染に起因した帯
電量の低下を起こしにくい。
【００３８】
　炭化水素系ワックスとしては、パラフィンワックス（日本精鑞株式会社製；ＨＮＰ－３
、ＨＮＰ－５、ＨＮＰ－９、ＨＮＰ－１０、ＨＮＰ－１１、ＨＮＰ－１２、ＨＮＰ－５１
）、フィッシャートロプシュワックス（日本精鑞株式会社製；ＦＮＰ－００８０、ＦＮＰ
－００９０）、マイクロクリスタリンワックス（日本精蝋株式会社製；Ｈｉ－Ｍｉｃ－１
０７０、Ｈｉ－Ｍｉｃ－１０８０、Ｈｉ－Ｍｉｃ－１０９０、Ｈｉ－Ｍｉｃ－２０９５）
、ポリオレフィン系重合体ワックス（三井化学株式会社製；ＮＰ０５５）等を挙げること
ができる。また、エステル系ワックスとしては、ニッサンエレクトールワックス（日油社
製；ＷＥＰ－２、ＷＥＰ－３、ＷＥＰ－４、ＷＥＰ－５、ＷＥＰ－６、ＷＥＰ－７、ＷＥ
Ｐ－８、ＷＥＰ－９、ＷＥＰ－１０）等を挙げることができる。
【００３９】
　離型剤の融点は、結晶性ポリエステル樹脂の融点より高いことが好ましく、具体的には
６８℃以上１１５℃以下であることが更に好ましい。離型剤の融点が結晶性ポリエステル
樹脂の融点より高いと、低温定着時に、結晶性ポリエステル樹脂が離型剤より先に溶融し
、トナー粒子の変形が始まることになる。このため、離型剤の溶融に起因するトナー粒子
の変形及び離型剤のしみ出しを抑えることができ、延いては、低温定着時にトナー粒子と
記録媒体（例えば紙）の間に離型剤が入り込みトナー粒子と記録媒体の接着力が低下する
ことを抑えることになり、低温定着時において定着強度を高めることができる。
【００４０】
　本発明のトナーにおいて、離型剤の平均分散径（第二平均分散径）は、第二平均分散径
／第一平均分散径＝６～１２の関係を満たすことを要し、０．６μｍ以上２μｍ以下が好
ましい。
【００４１】
　本発明のトナーにおいて、離型剤の含有量は、特に限定されないが、トナー粒子中３～
１０質量％であることが好ましい。
【００４２】
［内添剤］
　本発明のトナーは、更に、着色剤、帯電制御剤等を内添剤として含んでもよい。本発明
のトナーにおいて、これら内添剤は、非晶性ポリエステル樹脂中に分散している。
【００４３】
［着色剤］
　着色剤としては、トナーに一般に用いられている公知の顔料や染料を使用できる。具体
的に、黒トナー用着色剤としては、カーボンブラックやマグネタイト等を挙げることがで
きる。イエロートナー用着色剤としては、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１、Ｃ．Ｉ．ピグ
メントイエロー３、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー７４、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー９７
、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー９８等のアセト酢酸アリールアミド系モノアゾ黄色顔料、
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Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１２、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１３、Ｃ．Ｉ．ピグメン
トイエロー１４、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１７等のアセト酢酸アリールアミド系ジス
アゾ黄色顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー９３、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１５５等
の縮合モノアゾ系黄色顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１８０、Ｃ．Ｉ．ピグメントイ
エロー１５０、Ｃ．Ｉ．ピグメントイエロー１８５等のその他黄色顔料、Ｃ．Ｉ．ソルベ
ントイエロー１９、Ｃ．Ｉ．ソルベントイエロー７７、Ｃ．Ｉ．ソルベントイエロー７９
、Ｃ．Ｉ．ディスパースイエロー１６４等の黄色染料等を挙げることができる。マゼンタ
トナー用着色剤としては、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド４８、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド４
９：１、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド５３：１、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド５７、Ｃ．Ｉ．
ピグメントレッド５７：１、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド８１、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド
１２２、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド５、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド１４６、Ｃ．Ｉ．ピグ
メントレッド１８４、Ｃ．Ｉ．ピグメントレッド２３８、Ｃ．Ｉ．ピグメントバイオレッ
ト１９等の赤色若しくは紅色顔料、Ｃ．Ｉ．ソルベントレッド４９、Ｃ．Ｉ．ソルベント
レッド５２、Ｃ．Ｉ．ソルベントレッド５８、Ｃ．Ｉ．ソルベントレッド８等の赤色系染
料等を挙げることができる。シアントナー用着色剤としては、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー
１５：１、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５：３、Ｃ．Ｉ．ピグメントブルー１５：４等の
銅フタロシアニン及びその誘導体の青色系染顔料、Ｃ．Ｉ．ピグメントグリーン７、Ｃ．
Ｉ．ピグメントグリーン３６（フタロシアニン・グリーン）等の緑色顔料等を挙げること
ができる。本発明のトナーにおいて、着色剤の含有量は、特に限定されないが、トナー粒
子中２～１０質量％であることが好ましい。
【００４４】
［帯電制御剤］
　帯電制御剤は、トナーに好ましい帯電性を付与するために添加される。本発明のトナー
に使用できる帯電制御剤としては、正電荷制御用又は負電荷制御用の帯電制御剤を使用で
きる。正電荷制御用の帯電制御剤としては、ニグロシン染料及びその誘導体、トリフェニ
ルメタン誘導体、四級アンモニウム塩、四級ホスフォニウム塩、四級ピリジニウム塩、グ
アニジン塩、アミジン塩等を挙げることができる。負電荷制御用の帯電制御剤としては、
クロムアゾ錯体染料、鉄アゾ錯体染料、コバルトアゾ錯体染料、サリチル酸又はその誘導
体のクロム・亜鉛・アルミニウム・ホウ素錯体又は塩化合物、ナフトール酸又はその誘導
体のクロム・亜鉛・アルミニウム・ホウ素錯体又は塩化合物、ベンジル酸又はその誘導体
のクロム・亜鉛・アルミニウム・ホウ素錯体又は塩化合物、長鎖アルキル・カルボン酸塩
、長鎖アルキル・スルフォン酸塩等を挙げることができる。本発明のトナーにおいて、帯
電制御剤の含有量は、特に限定されないが、トナー粒子中０．５～５質量％であることが
好ましい。
【００４５】
［外添剤］
　外添剤としては、例えば、平均粒子径が７ｎｍ～２００ｎｍの微粒子であって、シリカ
、酸化チタン、アルミナ等の無機微粒子や、該無機微粒子をシランカップリング剤、チタ
ンカップリング剤又はシリコーンオイルにより表面処理（疎水化処理）したものが挙げら
れる。外添剤の添加量は、特に限定されないが、トナー粒子１００質量部に対して０．２
～３質量部であるのが好ましい。該外添剤の添加量が０．２質量部未満では、流動性の向
上効果を与えることが難しく、一方、３質量部を超えると、定着性が低下する場合がある
。また、外添剤の添加方法としては、トナー粒子と外添剤とをヘンシェルミキサ等の気流
混合機で混合する方法が一般的である。
【００４６】
　本発明のトナーは、非晶性ポリエステル樹脂、結晶性ポリエステル樹脂及び離型剤と、
必要に応じて適宜選択される内添剤とを含むトナー粒子を一成分現像剤として使用しても
よいし、該トナー粒子に外添剤を外添したものを一成分現像剤として使用してもよい。ま
た、後述するように、本発明のトナーとキャリアの混合物を二成分現像剤として使用する
こともできる。
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【００４７】
［トナー製造方法］
　次に、本発明のトナーを製造する方法について説明する。本発明のトナーは、混練粉砕
法や凝集法等の公知の方法によって製造できる。例えば、本発明のトナーを混練粉砕法に
よって製造する場合、まず、非晶性ポリエステル樹脂及び結晶性ポリエステル樹脂を含む
結着樹脂並びに離型剤と、必要に応じて適宜選択される着色剤、帯電制御剤等の内添剤と
をヘンシェルミキサ等の気流混合機により混合し、得られる原料混合物を２軸混練機やオ
ープンロール混練機等の溶融混練機により１００～１８０℃程度の温度で混練する。そし
て、得られる溶融混練物を冷却固化し、固化物をジェットミル等のエア式粉砕機により粉
砕し、必要に応じて分級等の粒度調整を行うことにより、トナー粒子を製造する。
【００４８】
［第一平均分散径／第二平均分散径の調整方法］
　結晶性ポリエステル樹脂の平均分散径（第一平均分散径）及び離型剤の平均分散径（第
二平均分散径）の調整方法としては、非晶性ポリエステル樹脂、結晶性ポリエステル樹脂
及び離型剤の各表面エネルギーを調整する方法や、分散剤を用いる公知の方法が挙げられ
るが、溶融混練機を用いるトナー製造方法においては、溶融混練機の混練条件や冷却条件
を制御することにより、第一平均分散径及び第二平均分散径を調整でき、第一平均分散径
に対する第二平均分散径の比を６以上１２以下にすることが可能である。
　例えば、結晶性ポリエステル樹脂の平均分散径（第一平均分散径）を小さくする時は、
混練温度を低めに設定してせん断力が大きくなるように設定する方法が利用でき、結晶性
ポリエステル樹脂の平均分散径（第一平均分散径）を大きくする時は、混練温度を高めに
設定してせん断力が小さくなるように設定する方法が利用できる。
　また、離型剤の平均分散径（第二平均分散径）を小さくする時は、混練機のパドルやロ
ーラの回転速度を速めに設定してせん断力が大きくなるように設定すると同時に、混練後
の冷却速度を速く設定する方法が利用でき、離型剤の平均分散径（第二平均分散径）を大
きくする時は、混練機のパドルやローラの回転速度を遅めに設定してせん断力が小さくな
るように設定すると同時に、混練後の冷却速度を遅く設定する方法が利用できる。
【００４９】
［二成分現像剤］
　以下に、本発明の二成分現像剤を詳細に説明する。本発明の二成分現像剤は、上述の本
発明のトナーと、キャリアとを含むことを特徴とし、例えば、ナウターミキサー（商品名
：ＶＬ－０、ホソカワミクロン社製）等の混合機を用いて、トナーとキャリアとを混合す
ることによって製造できる。また、トナーとキャリアの配合比としては、例えば１０：９
０～５：９５の質量比であることが好ましい。
【００５０】
［キャリア］
　キャリアとしては、体積平均粒子径が２０～４５μｍの磁性体粒子を使用できる。キャ
リアの体積平均粒子径が２０μｍ未満では、現像時に現像ローラから感光体にキャリアが
移動することにより、得られる画像に白抜けが発生する場合がある。また、４５μｍを超
えると、ドット再現性が悪くなり、画像が粗くなる。なお、本発明において、キャリアの
体積平均粒子径は、レーザ回折式粒度分布測定装置ＨＥＬＯＳ（ＳＹＭＰＡＴＥＣ社製）
に乾式分散装置ＲＯＤＯＳ（ＳＹＭＰＡＴＥＣ社製）を用いて、分散圧３．０ｂａｒの条
件下で測定したときの値である。
【００５１】
　キャリアの飽和磁化については、飽和磁化が低いほど感光体と接する磁気ブラシ（現像
ローラ表面に形成される）が柔らかくなるので、静電潜像に忠実な画像が得られるが、飽
和磁化が低すぎると、感光体表面にキャリアが付着し、白抜け現象が発生しやすくなる。
一方、飽和磁化が高すぎると、磁気ブラシの剛直化により、静電潜像に忠実な画像が得ら
れにくくなる。このため、キャリアの飽和磁化は、３０～１００ｅｍｕ／ｇの範囲内にあ
るのが好ましい。
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【００５２】
　このようなキャリアとして、磁性を有するコア粒子表面に被覆層を設けた被覆キャリア
が一般的によく使用される。コア粒子としては公知の磁性粒子が使用できるが、フェライ
ト系粒子が好ましい。フェライト系粒子を用いると、飽和磁化の高いキャリアが得られ、
感光体へのキャリア付着量を低減できる。フェライト系粒子としては公知のものを使用で
き、例えば、亜鉛系フェライト、ニッケル系フェライト、銅系フェライト、ニッケル－亜
鉛系フェライト、マンガン－マグネシウム系フェライト、銅－マグネシウム系フェライト
、マンガン－亜鉛系フェライト、マンガン－銅－亜鉛系フェライト等が挙げられる。
【００５３】
　これらのフェライト系粒子は、公知の方法で作製できる。例えば、Ｆｅ２Ｏ３やＭｇ（
ＯＨ）２等のフェライト原料を混合し、この混合粉を加熱炉で加熱して仮焼する。得られ
た仮焼品を冷却した後、振動ミルでほぼ１μｍの粒子となるように粉砕し、粉砕粉に分散
剤と水を加えてスラリーを作製する。このスラリーを湿式ボールミルで湿式粉砕し、得ら
れる懸濁液をスプレードライヤーで造粒乾燥することによって、フェライト粒子が得られ
る。
【００５４】
　上記キャリアの被覆層を構成する被覆材としては、公知の樹脂材料が使用でき、例えば
、アクリル樹脂やシリコーン樹脂等が挙げられる。特に、シリコーン樹脂で被覆した被覆
キャリア、即ちシリコーン樹脂の被覆層を有する被覆キャリアが好ましい。シリコーン樹
脂の被覆層を有する被覆キャリアを用いると、結晶性ポリエステル樹脂や離型剤等のトナ
ー成分がキャリア表面に付着し難くなり、キャリア汚染を抑え、帯電安定性に優れる。
【００５５】
　シリコーン樹脂としては公知のものが使用できる。また、シリコーン樹脂は、例えばワ
ニスの形態等で市販されており、これらを好適に使用できる。具体例としては、シリコー
ンワニス（株式会社東芝製：ＴＳＲ１１５、ＴＳＲ１１４、ＴＳＲ１０２、ＴＳＲ１０３
、ＹＲ３０６１、ＴＳＲ１１０、ＴＳＲ１１６、ＴＳＲ１１７、ＴＳＲ１０８、ＴＳＲ１
０９、ＴＳＲ１８０、ＴＳＲ１８１、ＴＳＲ１８７、ＴＳＲ１４４、ＴＳＲ１６５、信越
化学工業株式会社製：ＫＲ２７１、ＫＲ２７２、ＫＲ２７５、ＫＲ２８０、ＫＲ２８２、
ＫＲ２６７、ＫＲ２６９、ＫＲ２１１、ＫＲ２１２）、アルキッド変性シリコーンワニス
（株式会社東芝製：ＴＳＲ１８４、ＴＳＲ１８５）、エポキシ変性シリコーンワニス（株
式会社東芝製：ＴＳＲ１９４、ＹＳ５４）、ポリエステル樹脂変性シリコーンワニス（株
式会社東芝製：ＴＳＲ１８７）、アクリル変性シリコーンワニス（株式会社東芝製：ＴＳ
Ｒ１７０、ＴＳＲ１７１）、ウレタン変性シリコーンワニス（株式会社東芝製：ＴＳＲ１
７５）、反応性シリコーン樹脂（信越化学工業株式会社製：ＫＡ１００８、ＫＢＥ１００
３、ＫＢＣ１００３、ＫＢＭ３０３、ＫＢＭ４０３、ＫＢＭ５０３、ＫＢＭ６０２、ＫＢ
Ｍ６０３）等が挙げられる。
【００５６】
　上記被覆材には、キャリアの体積抵抗率値を制御するため、導電材が添加されることが
好ましい。導電材としては、例えば、酸化ケイ素、アルミナ、カーボンブラック、グラフ
ァイト、酸化亜鉛、チタンブラック、酸化鉄、酸化チタン、酸化スズ、チタン酸カリウム
、チタン酸カルシウム、ホウ酸アルミニウム、酸化マグネシウム、硫酸バリウム、炭酸カ
ルシウム等が挙げられる。これらの導電材の中でも、作製安定性、コスト、電気抵抗の低
さという観点からカーボンブラックが好ましい。カーボンブラックの種類は特に限定され
ないが、ＤＢＰ（ジブチルフタレート）吸油量が９０～１７０ｍｌ／１００ｇの範囲にあ
るものが、作製安定性に優れる点で好ましい。また、一次粒子径として１００ｎｍ以下の
ものが分散性に優れるため特に好ましい。これら導電材は、一種単独で用いてもよく、二
種以上を組み合わせて用いてもよい。導電材の添加量は、被覆材１００質量部に対して０
．１～２０質量部であることが好ましい。
【００５７】
　被覆材でキャリア粒子を被覆するには、公知の方法が採用できる。例えば、被覆材の有
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機溶媒溶液中にキャリア粒子を浸漬させる浸漬法、被覆材の有機溶媒溶液をキャリア粒子
に噴霧するスプレー法、キャリア粒子を流動エアにより浮遊させた状態で被覆材の有機溶
媒溶液を噴霧する流動床法、ニーダーコーター中でキャリア粒子と被覆材の有機溶媒溶液
とを混合し、有機溶媒等の溶剤を除去するニーダーコーター法等が挙げられる。ここで、
上記被覆材の有機溶媒溶液は、導電材を含むことが好ましい。
【実施例】
【００５８】
　以下に、実施例を挙げて本発明を更に詳しく説明するが、本発明は下記の実施例に何ら
限定されるものではない。まず、各物性値の測定方法について説明する。
【００５９】
［物性値の測定］
｛樹脂の酸価｝
　ポリエステル樹脂の酸価は、ＪＩＳ　Ｋ　００７０に規定される方法により測定される
。ここで、酢酸エチル不溶分が３．０質量％以上である場合は、酸価測定溶媒にジオキサ
ンを用いた。
【００６０】
｛樹脂の水酸基価｝
　ポリエステル樹脂の水酸基価は、ＪＩＳ　Ｋ　００７０に規定される方法により測定さ
れる。ここで、酢酸エチル不溶分が３．０質量％以上である場合は、水酸基価測定溶媒に
ジオキサンを用いた。
【００６１】
｛樹脂の軟化温度｝
　フローテスター（商品名：ＣＦＴ－１００Ｃ、株式会社島津製作所製）において、荷重
１０ｋｇｆ／ｃｍ２（０．９８ＭＰａ）を与えて試料１ｇがダイ（ノズル口径１．０ｍｍ
、長さ１．０ｍｍ）から押出されるように設定し、昇温速度毎分６℃で加熱し、ダイから
試料の１／１０が流出した時の温度を求め、これを軟化温度とした。
【００６２】
｛樹脂のガラス転移温度｝
　日本工業規格（ＪＩＳ）Ｋ７１２１－１９８７に準じ、示差走査熱量計（商品名：ＤＳ
Ｃ２２０、セイコー電子工業株式会社製）を用いて、試料１ｇを昇温速度毎分１０℃で加
熱してＤＳＣ曲線を測定した。得られたＤＳＣ曲線のガラス転移に相当する吸熱ピークの
高温側のベースラインを低温側に延長した直線と、ピークの立ち上がり部分から頂点まで
の曲線に対して勾配が最大になるような点で引いた接線との交点の温度をガラス転移温度
（Ｔｇ）として求めた。
【００６３】
｛樹脂の吸熱の最高ピーク温度｝
　示差走査熱量計（商品名：ＤＳＣ２２０、セイコー電子工業株式会社製）を用いて、試
料１ｇを昇温速度毎分１０℃で加熱してＤＳＣ曲線を測定した。得られたＤＳＣ曲線の吸
熱ピークの最も高温側にあるピークの温度を吸熱の最高ピーク温度とした。
【００６４】
｛樹脂の結晶性指数｝
　上述の測定方法によって得られた軟化温度及び吸熱の最高ピーク温度を用い、下記式か
ら、結晶性指数を結晶性の度合いとして算出した。
結晶性指数＝軟化温度／吸熱の最高ピーク温度
【００６５】
｛結晶性樹脂の融点｝
　結晶性樹脂の吸熱の最高ピーク温度を、結晶性ポリエステル樹脂の融点として定めた。
【００６６】
｛結晶性ポリエステル樹脂の重量平均分子量及び数平均分子量｝
　結晶性ポリエステル樹脂をクロロホルム溶媒に溶かして、濃度が０．０４ｇ／１０ｍｌ
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の試料溶液を調整し、下記条件にて重量平均分子量及び数平均分子量を測定した。
　測定装置：ＨＬＣ－８２２０　ＧＰＣ（東ソー株式会社製）
　分析カラム：ＧＭＨXL＋Ｇ３０００ＨXL（東ソー株式会社製）
　流速：クロロホルムを毎分１ｍｌ
　温度：４０℃
　標準試料（検量線）：単分散ポリスチレン
【００６７】
｛非晶性ポリエステル樹脂の重量平均分子量及び数平均分子量｝
　非晶性ポリエステル樹脂をテトラヒドロフラン（ＴＨＦ）溶媒に溶かして試料溶液を調
製したことと、流速をクロロホルム毎分１ｍｌからテトラヒドロフラン毎分１ｍｌに変更
したことを除いて、結晶性ポリエステル樹脂と同じ条件で重量平均分子量及び数平均分子
量を測定した。
【００６８】
｛離型剤の融点｝
　示差走査熱量計（セイコー電子工業株式会社製、型番：ＤＳＣ２２０）を用いて、試料
１ｇを温度２０℃から昇温速度１０℃／分で２００℃まで加熱し、次いで２００℃から２
０℃に急冷させる操作を２回繰返し、ＤＳＣ曲線を測定する。２回目の操作で測定したＤ
ＳＣ曲線の融解に相当する吸熱ピークの温度を離型剤の融点とする。
【００６９】
｛外添剤粒子の平均一次粒子径｝
　シリカ粒子の平均一次粒子径は、走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）を用いてシリカ粒子を撮
影し、得られた画像から任意に１００個のシリカ粒子の粒径を測定し、平均値を算出した
。
【００７０】
｛トナー粒子の体積平均粒子径｝
　電解液（商品名：ＩＳＯＴＯＮ－ＩＩ、ベックマン・コールター株式会社製）５０ｍｌ
に、トナー粒子２０ｍｇ及びアルキルエーテル硫酸エステルナトリウム１ｍｌを加え、超
音波分散器（商品名：ＵＨ－５０、株式会社エスエムテー製）を用いて、超音波周波数２
０ｋＨｚで３分間分散処理し、測定用試料を調製した。この測定用試料について、粒度分
布測定装置（商品名：コールターマルチサイザーＩＩ、ベックマン・コールター株式会社
製）を用い、アパーチャ径１００μｍ、測定粒子数５００００カウントの条件下に測定を
行い、試料粒子の体積粒度分布からトナー粒子の体積平均粒子径を求めた。
【００７１】
｛第一平均分散径及び第二平均分散径の測定方法｝
　第一平均分散径（結晶性ポリエステル樹脂の平均分散径）及び第二平均分散径（離型剤
の平均分散径）は、以下の方法により測定された。
　トナー粒子を常温硬化性のエポキシ樹脂で固めて固化物を得、ダイヤモンド歯を備える
ミクロトームで該固化物を約１００μｍ厚みに超薄切片化し、該超薄切片を四酸化ルテニ
ウムによって染色した後、透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ、商品名：Ｈ－８１００、株式会社
日立製作所社製）によって５００００倍でトナーの断面観察を行った。
　この断面観察において、結晶性ポリエステル樹脂及び離型剤の分散領域（ドメイン）を
、任意に１００個ずつ抽出し、各分散領域（ドメイン）の分散最長径を測定し、その平均
値をそれぞれ算出することにより、第一平均分散径（結晶性ポリエステル樹脂の平均分散
径）及び第二平均分散径（離型剤の平均分散径）を求めた。
　なお、分散領域（ドメイン）を抽出する際には、分散最長径が０．０３μｍ未満の分散
領域（ドメイン）を除いた。
【００７２】
［結着樹脂］
＜非晶性ポリエステル樹脂の製造例＞
（非晶性ポリエステル樹脂Ｈ）
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　ポリオキシプロピレン（２，２）－２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン
１７５０ｇ、ポリオキシエチレン（２，０）－２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）
プロパン１６２５ｇ、テレフタル酸１２４５ｇ、ドデセニル無水コハク酸１３３ｇ、トリ
メリット酸３８４ｇ、オクチル酸錫１０ｇを窒素導入管、脱水管、攪拌器を備える１０リ
ットルの四つ口フラスコに入れて２２０℃で８時間かけて反応させた後、８．３ｋＰａに
て１時間反応させて、ガラス転移点６５℃、軟化温度１２０℃、数平均分子量３０２０、
結晶性指数１．７４の非晶性ポリエステル樹脂Ｈを得た。
【００７３】
（非晶性ポリエステル樹脂Ｌ）
　ポリオキシプロピレン（２，２）－２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン
３５００ｇ、フマル酸１１６０ｇ、オクチル酸錫１０ｇを窒素導入管、脱水管、攪拌器を
備える１０リットルの四つ口フラスコに入れて２２０℃で８時間かけて反応させた後、さ
らに８．３ｋＰａにて１時間反応させて、ガラス転移点６０℃、軟化温度９８℃、数平均
分子量３０１０、結晶性指数１．５８の非晶性ポリエステル樹脂Ｌを得た。
【００７４】
＜結晶性ポリエステル樹脂Ａの製造例＞
　１，４－ブタンジオール２７０ｇ、１，６－ヘキサンジオール８２６ｇ、フマル酸１１
６０ｇを、窒素導入管、脱水管、攪拌器を備える３リットルの四つ口フラスコに入れて１
６０℃で５時間反応させた後、２００℃に昇温して１時間反応させ、さらに８．３ｋＰａ
にて２時間反応させることにより、数平均分子量３８６０、融点８０℃、結晶性指数０．
９２の結晶性ポリエステル樹脂Ａを得た。
【００７５】
＜結晶性ポリエステル樹脂Ｂの製造例＞
　１，６－ヘキサンジオール１１８０ｇ、セバシン酸２０２０ｇを、窒素導入管、脱水管
、攪拌器を備える３リットルの四つ口フラスコに入れて１６０℃で８時間反応させた後、
２００℃に昇温して１時間反応させ、さらに８．３ｋＰａにて１時間反応させることによ
り、数平均分子量４０５０、融点７０℃、結晶性指数０．９５の結晶性ポリエステル樹脂
Ｂを得た。
【００７６】
［トナー］
＜実施例１＞
（結晶性ポリエステル樹脂Ａの分散体の調製例）
　結晶性ポリエステル樹脂Ａ（融点８０℃）　２５質量部
　非晶性ポリエステル樹脂Ｌ　７５質量部
　上記材料をヘンシェルミキサ（ＦＭ２０Ｃ、日本コークス社製）に投入し、５分間撹拌
混合した後、得られた撹拌混合物をオープンロール型連続混練機（ＭＯＳ３２０－１８０
０、三井鉱山社製）で溶融混練した。
　ここで、オープンロールの加熱ロール及び冷却ロールとして、ともに直径が３２０ｍｍ
、有効長が１５５０ｍｍであるロールを用い、表１に示す条件で溶融混練を行った。
　得られた溶融混練物を、冷却ベルトで冷却させた後、φ２ｍｍのスクリーンを有するス
ピードミルを用いて粗粉砕し、結晶性ポリエステル樹脂Ａの分散体を得た。
　得られた結晶性ポリエステル樹脂Ａの分散体の結晶性ポリエステル樹脂Ａの平均分散径
を測定した結果、０．１５μｍであった。
【００７７】
（トナー粒子中における結晶性ポリエステル樹脂Ａの分散粒径の確認テスト）
　上記調製例に従って得た結晶性ポリエステル樹脂Ａの分散体　２０質量部
　非晶性ポリエステル樹脂Ｈ　４５質量部
　非晶性ポリエステル樹脂Ｌ　３５質量部
　着色剤（Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｂｌｕｅ　１５：１、ＤＩＣ製）　７質量部
　帯電制御剤（オリエント化学社製、ボントロンＥ８４）　１質量部
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　上記材料をヘンシェルミキサ（ＦＭ２０Ｃ、日本コークス社製）に投入し、５分間撹拌
混合した後、得られた撹拌混合物をオープンロール型連続混練機（ＭＯＳ３２０－１８０
０、三井鉱山社製）で溶融混練した。
　ここで、オープンロールの加熱ロール及び冷却ロールとして、ともに直径が３２０ｍｍ
、有効長が１５５０ｍｍであるロールを用い、表１に示す条件で溶融混練を行った。
　得られた溶融混練物を、冷却ベルトで冷却させた後、φ２ｍｍのスクリーンを有するス
ピードミルを用いて粗粉砕し、離型剤を含まないトナー粒子を得た。
　得られたトナー粒子における結晶性ポリエステル樹脂Ａの平均分散径を測定した結果、
０．１５μｍであった。
【００７８】
（トナー粒子中における離型剤の分散粒径の確認テスト）
　非晶性ポリエステル樹脂Ｈ　３０質量部
　非晶性ポリエステル樹脂Ｌ　３０質量部
　離型剤（ＦＮＰ－００９０、日本精蝋社製）　５質量部
　着色剤（Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｂｌｕｅ　１５：１、ＤＩＣ製）　７質量部
　帯電制御剤（オリエント化学社製、ボントロンＥ８４）　１質量部
　上記材料をヘンシェルミキサ（ＦＭ２０Ｃ、日本コークス社製）に投入し、５分間撹拌
混合した後、得られた撹拌混合物をオープンロール型連続混練機（ＭＯＳ３２０－１８０
０、三井鉱山社製）で溶融混練した。
　ここで、オープンロールの加熱ロール及び冷却ロールとして、ともに直径が３２０ｍｍ
、有効長が１５５０ｍｍであるロールを用い、表２に示す温度条件で溶融混練を行った。
　得られた溶融混練物を、冷却ベルトで冷却させた後、φ２ｍｍのスクリーンを有するス
ピードミルを用いて粗粉砕し、結晶性ポリエステル樹脂を含まないトナー粒子を得た。
　得られたトナー粒子における離型剤の平均分散径を測定した結果、１．２２μｍであっ
た。
【００７９】
（トナーの調製例）
　上記調製例に従って得た結晶性ポリエステル樹脂Ａの分散体　２０質量部
　非晶性ポリエステル樹脂Ｈ　４５質量部
　非晶性ポリエステル樹脂Ｌ　３５質量部
　離型剤（ＦＮＰ－００９０、日本精蝋社製）　５質量部
　着色剤（Ｃ．Ｉ．Ｐｉｇｍｅｎｔ　Ｂｌｕｅ　１５：１、ＤＩＣ製）　７質量部
　帯電制御剤（オリエント化学社製、ボントロンＥ８４）　１質量部
　上記トナー原料をヘンシェルミキサ（ＦＭ２０Ｃ、日本コークス社製）で５分間撹拌混
合した後、得られた撹拌混合物をオープンロール型連続混練機（ＭＯＳ３２０－１８００
、三井鉱山社製）で溶融混練した。
　ここで、オープンロールの加熱ロール及び冷却ロールとして、ともに直径が３２０ｍｍ
、有効長が１５５０ｍｍであるロールを用い、表２に示す条件で溶融混練を行った。
　得られた溶融混練物を、冷却ベルトで冷却させた後、φ２ｍｍのスクリーンを有するス
ピードミルを用いて粗粉砕し、次いでジェット式粉砕機（ＩＤＳ－２、日本ニューマチッ
ク工業社製）を用いて微粉砕し、さらにエルボージェット分級機（日鉄鉱業株式会社製、
型式：ＥＪ－ＬＡＢＯ）を用いて分級して、体積平均粒子径６．７μｍのトナー粒子を得
た。
　なお、得られたトナー粒子を常温硬化性のエポキシ樹脂で固めて固化物を得、ダイヤモ
ンド歯を備えるミクロトームで該固化物を約１００μｍ厚みに超薄切片化し、該超薄切片
を四酸化ルテニウムによって染色した後、透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ、商品名：Ｈ－８１
００、株式会社日立製作所社製）によって５００００倍でトナーの断面観察を行ったとこ
ろ、上記分散粒径の確認テストで得られた結晶性ポリエステル樹脂Ａ及び離型剤の平均分
散径に相当するドメインを確認できた。
　次に、得られたトナー粒子１００質量部に、外添剤としてシリカ微粒子（商品名：Ｒ９
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７６、アエロジル社製）を１．５質量部加えて、撹拌羽根の先端速度を１５ｍ／秒に設定
した気流混合機（三井鉱山社製、ヘンシェルミキサ）で２分間撹拌することによって、実
施例１のトナーを作製した。
　なお、上記分散粒径の確認テストで得られた結晶性ポリエステル樹脂Ａ及び離型剤の平
均分散径をそれぞれ第一平均分散径及び第二平均分散径として表３に示す。
【００８０】
＜実施例２～実施例２５及び比較例１～比較例４＞
（結晶性ポリエステル樹脂の分散体の調製例）
　実施例１で使用した結晶性ポリエステル樹脂の種類を表１に示される種類に変更し、更
に結晶性ポリエステル樹脂の分散体の製造条件（溶融混練機の混練条件及び冷却条件）を
表１に示される条件に変更した以外は、実施例１と同様の方法に従い、実施例２～実施例
２５及び比較例１～比較例４の分散体を作製した。
（トナー粒子中における結晶性ポリエステル樹脂の分散粒径の確認テスト）
　上記分散体の調製例に従って得た結晶性ポリエステル樹脂の分散体を用い、更にトナー
粒子の製造条件（溶融混練機の混練条件及び冷却条件）を表１に示される条件に変更した
以外は、実施例１と同様の方法に従い、実施例２～実施例２５及び比較例１～比較例４の
離型剤を含まないトナー粒子を作製し、トナー粒子における結晶性ポリエステル樹脂の平
均分散径を測定した。結果を表１に示す。
（トナー粒子中における離型剤の分散粒径の確認テスト）
　実施例１で使用した離型剤の種類を表２に示される種類に変更し、更にトナー粒子の製
造条件（溶融混練機の混練条件及び冷却条件）を表２に示される条件に変更した以外は、
実施例１と同様の方法に従い、実施例２～実施例２５及び比較例１～比較例４の結晶性ポ
リエステル樹脂を含まないトナー粒子を作製し、トナー粒子における離型剤の平均分散径
を測定した。結果を表２に示す。
（トナーの調製例）
　実施例１で使用した結晶性ポリエステル樹脂及び離型剤の種類を表１及び表２に示され
る種類に変更すると共に、トナー粒子の製造条件（溶融混練機の混練条件及び冷却条件）
を表２に示される条件に変更した以外は、実施例１と同様の方法に従い、実施例２～実施
例２５及び比較例１～比較例４のトナーを作製した。
　実施例２～実施例２５及び比較例１～比較例４の断面観察においても、分散粒径の確認
テストで得られた結晶性ポリエステル樹脂及び離型剤の平均分散径に相当するドメインを
確認できたため、上記分散粒径の確認テストで得られた結晶性ポリエステル樹脂Ａ及び離
型剤の平均分散径をそれぞれ第一平均分散径及び第二平均分散径として表３に示す。
【００８１】
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【表１】

【００８２】
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【表２】

【００８３】



(18) JP 2016-31408 A 2016.3.7

10

20

30

40

50

　なお、表２中、ＦＮＰ－００９０及びＦＮＰ－００８０はフィッシャートロフィッシュ
ワックス（日本精蝋株式会社製）であり、Ｈｉ－Ｍｉｃ－１０８０、Ｈｉ－Ｍｉｃ－２０
９５及びＨｉ－Ｍｉｃ－１０７０はマイクロクリスタリンワックス（日本精蝋株式会社製
）であり、ＨＮＰ－５１はパラフィンワックス（日本精蝋株式会社製）であり、ＷＥＰ－
９、ＷＥＰ－４、ＷＥＰ－３、ＷＥＰ－５、ＷＥＰ－７及びＷＥＰ－１０はニッサンエレ
クトールワックス（日油社製）である。
【００８４】
［キャリア］
　フェライト原料として、酸化鉄（ＫＤＫ社製）５０ｍｏｌ％、酸化マンガン（ＫＤＫ社
製）３５ｍｏｌ％、酸化マグネシウム（ＫＤＫ社製）１４．５ｍｏｌ％、酸化ストロンチ
ウム（ＫＤＫ社製）０．５ｍｏｌ％をボールミルで４時間粉砕し、得られたスラリーをス
プレードライヤーにて乾燥し、得られた真球状の粒子をロータリーキルンにて９３０℃で
２時間仮焼した。得られた仮焼粉を、湿式粉砕機（粉砕媒体としてスチールボールを使用
）により、平均粒子径１μｍ以下にまで微粉砕した。この粉砕物に水を加えたスラリーに
ポリビニルアルコール（ＰＶＡ）を２質量％添加し、スプレードライヤーにより造粒、乾
燥し、電気炉にて、温度１１００℃、酸素濃度０体積％で４時間、本焼成を行った。その
後、解砕、分級を行うことによって、体積平均粒子径が４４μｍ、体積抵抗率が１×１０
９Ω・ｃｍのフェライト成分からなるコア粒子を得た。
　次に、コア粒子を被覆する被覆層を形成するための被覆用塗液として、シリコーン樹脂
（数平均分子量：約１５０００）１００質量部と、導電材としてカーボンブラック（一次
粒径２５ｎｍ、吸油量１５０ｍｌ／１００ｇ）３質量部、硬化剤としてオクチル酸５質量
部とをトルエンに溶解及び分散し、被覆用塗液を調製した。
　スプレー被覆装置を用いて、調製した被覆用塗液で上記フェライト成分からなるコア粒
子を被覆した。被覆用塗液中のトルエンを完全に蒸発除去し、シリコーン樹脂の被覆層を
有する被覆キャリアを作製した。なお、該被覆キャリアは、体積平均粒子径が４５μｍ、
シリコーン樹脂の被覆率１００％、体積抵抗率が２×１０１１Ω・ｃｍ、飽和磁化が６５
ｅｍｕ／ｇであった。
【００８５】
［二成分現像剤］
＜実施例１＞
　実施例１のトナー（Ａ）と上記被覆キャリア（Ｂ）とを６：９４の質量比（Ａ：Ｂ）で
ナウターミキサー（商品名：ＶＬ－０、ホソカワミクロン社製）に投入し、２０分間撹拌
混合することによって、実施例１の二成分現像剤を作製した。
【００８６】
＜実施例２～実施例２５及び比較例１～比較例４＞
　実施例１と同様の方法に従い、実施例２～実施例２５及び比較例１～比較例４の二成分
現像剤を作製した。
【００８７】
　次に、得られたトナー及び二成分現像剤について、低温定着性、耐ホットオフセット性
、耐トナー凝集性、帯電安定性、画像濃度及びかぶり濃度を下記の方法で評価した。結果
を表３に示す。
【００８８】
［トナーの評価方法］
｛低温定着性｝
　二成分現像剤及びトナーを、カラー複合機（商品名：ＭＸ－２６４０、シャープ株式会
社製）の現像装置及びトナーカートリッジにそれぞれ充填し、定着装置における定着ロー
ラ温度を１５０℃±１℃に設定し、気温２０℃、湿度６０％の環境にて、定着強度測定用
の画像サンプルを作成した。
　定着強度測定用の画像サンプルは、一辺が３ｃｍのベタ画像部（画像濃度ＩＤ＝１．５
）を含む原稿を、記録用紙（商品名：ＰＰＣ用紙ＳＦ－４ＡＭ３、シャープ株式会社製）



(19) JP 2016-31408 A 2016.3.7

10

20

30

40

50

上にコピーすることにより作成した。
　画像サンプルのベタ画像部を内側にして折り曲げ、折り曲げた状態で折り曲げ線上に８
５０ｇのローラを一定加圧で一往復転がし、折り曲げ部分においてトナー画像が剥離した
剥離サンプルを作成した。
　剥離サンプルを広げて剥離したトナーをエアーブラシで吹き払い、定着強度の指標とし
て剥離幅（折り曲げ部分にできる白地の最大ライン幅）を測定した。
　低温定着性の評価基準は以下のとおりである。
○：良好。剥離幅が０．３ｍｍ未満。
△：実使用上問題なし。剥離幅が０．３ｍｍ以上０．５ｍｍ未満。
×：不良。剥離幅が０．５ｍｍ以上。
【００８９】
｛耐ホットオフセット性｝
　二成分現像剤及びトナーを、カラー複合機（商品名：ＭＸ－２６４０、シャープ株式会
社製）の現像装置及びトナーカートリッジにそれぞれ充填し、定着装置における定着ロー
ラ温度を２００℃±１℃に設定し、気温２０℃、湿度６０％の環境にて、定着強度測定用
の画像サンプルを作成した。
　定着強度測定用の画像サンプルは、一辺が３ｃｍのベタ画像部（ＩＤ＝１．５）を含む
原稿を、記録用紙（商品名：ＰＰＣ用紙ＳＦ－４ＡＭ３、シャープ株式会社製）上にコピ
ーすることにより作成した。
　耐ホットオフセット性の指標として、反射濃度計（商品名：ＲＤ９１８、マクベス社製
）を用いて、ベタ画像部が定着ローラに移行した後で記録用紙に再転写されるベタ画像部
の画像濃度を測定した。
　耐ホットオフセット性の評価基準は次のとおりである。
○：良好。再転写されるベタ画像部の画像濃度が０．１未満である。
△：実使用上問題なし。再転写されるベタ画像部の画像濃度が０．１以上０．２未満であ
る。
×：不良。再転写されるベタ画像部の画像濃度が０．２以上である。
【００９０】
｛耐トナー凝集性｝
　１０ｇのトナーを１００ｍｌのガラス瓶に入れて温度５０℃の恒温槽内に２４時間放置
し、その後、該トナーに対して、４００メッシュの超音波フルイで１分間フルイ操作を行
い、凝集トナー指標としてメッシュ上に残る凝集トナーの有無を確認した。
　耐トナー凝集性の評価基準は次のとおりである。
○：良好。メッシュ上に残る凝集トナーの残存量が０．５質量％未満である。
△：実使用上問題なし。メッシュ上に残る凝集トナーの残存量が０．５質量％以上２質量
％未満である。
×：不良。メッシュ上に残る凝集トナーの残存量が２質量％以上である。
【００９１】
｛帯電安定性｝
　トナー及び二成分現像剤を、カラー複合機（商品名：ＭＸ－２６４０、シャープ株式会
社製）の現像装置及びトナーカートリッジにそれぞれ充填し、気温２０℃、湿度６０％の
環境にて、カバレージ５％のテキスト原稿を用いて、１０００００枚の連続コピーテスト
を行った。
　コピーテスト前（初期）とコピーテスト後（１００Ｋ時）において、帯電量測定用の二
成分現像剤を現像装置内から１０ｇサンプリングし、吸引式帯電量測定装置（トレック株
式会社製、型式：Ｍｏｄｅｌ２１０ＨＳ）を用いて、トナーの帯電量（μＣ／ｇ）を測定
した。
　帯電安定性の評価基準は以下のとおりである。
○：良好。初期と１００Ｋ時のトナーの帯電量の差が３μＣ／ｇ未満。
△：実使用上問題なし。初期と１００Ｋ時のトナーの帯電量の差が３μＣ／ｇ以上５μＣ
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×：不良。初期と１００Ｋ時のトナーの帯電量の差が５μＣ／ｇ以上。
【００９２】
｛画像濃度｝
　トナー及び二成分現像剤を、カラー複合機（商品名：ＭＸ－２６４０、シャープ株式会
社製）の現像装置及びトナーカートリッジにそれぞれ充填し、気温２０℃、湿度６０％の
環境にて、カバレージ５％のテキスト原稿を用いて、１０００００枚の連続コピーテスト
を行った。
　画像濃度測定用の画像サンプルは、一辺が３ｃｍのベタ画像部（ＩＤ＝１．５）を含む
原稿をコピーすることにより作成された。
　画像サンプルの記録紙として、ＰＰＣ用紙（ＳＦ－４ＡＭ３、シャープ株式会社製）を
使用し、ベタ画像部の画像濃度は、反射濃度計（商品名：ＲＤ９１８、マクベス社製）を
用いて測定した。
　画像濃度の評価基準は以下のとおりである。
○：良好。全ての画像サンプルにおいて、ベタ画像部の画像濃度が１．５以上である。
△：実使用上問題なし。ベタ画像部の画像濃度が１．３未満の画像サンプルはないものの
、１．３以上１．５未満の画像サンプルがある。
×：不良。ベタ画像部の画像濃度が１．３未満の画像サンプルが１枚以上ある。
【００９３】
｛かぶり濃度｝
　画像濃度評価で作製された１枚目及び１０００００枚目の画像サンプルの非画像部（白
地部）の白色度と、コピー前のＰＰＣ用紙の白色度を、白度計（商品名：Ｚ－Σ９０　Ｃ
ＯＬＯＲ　ＭＥＡＳＵＲＩＮＧ　ＳＹＳＴＥＭ、日本電色工業社製）を用いて測定し、各
画像サンプルの非画像部の白色度とコピー前のＰＰＣ用紙の白色度との差をカブリ濃度と
して算出した。
　かぶり濃度の評価基準は次のとおりである。
○：良好。両方の画像サンプルにおいて、かぶり濃度が０．５未満である。
△：実使用上問題なし。かぶり濃度が１．０以上の画像サンプルはないものの、１枚の画
像サンプルは、かぶり濃度が０．５以上１．０未満である。
×：不良。かぶり濃度が１．０以上の画像サンプルが１枚以上ある。
【００９４】
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